
�

筑波研究学園都市に

建設される地質調査所

はじめに

筑波研究学園都市の建設一いわゆる団地化一の話が始

ってから10年以上が経過した.地質調査所においても

多くの曲折があったにもかかわらず具体的に現状調査

からはじまって計画概要の作成予算要求と作業を進

めて昨年12月末における大蔵省の査定により研究本館

の規模･金額が確定したほか別棟についても全体枠カミ

示されるにいたった.これをうけて現在は研究本館の

基本設計が所内における各委員の協力のもとに進められ

ており所外においては工業技術院計画課建設省筑波

研究学園都市営繕建設本部目本設計事務所たどとの打

合わせ会議が連日行なわれるようになっている.さら

に一方では筑波移転に必要な備品要求移転費算出など

の作業がはじまり筑波移転がいよいよ好むと好まざる

とにかかわらず現実のものとなって来た.

このような状勢のなかでもっとも基本におかれ匁けれ

ばならないのは筑波において堆質調査所カミどのような

施設設備を作って移りそこでどのような研究を進めて

行くのかということであろう.むしろ話は逆でどの

ような研究を進めて行くためにどんな施設設備を作る

かということかも知れない.そしてこの2つカミからみ

合って今後数10年の地質調査所の土台がまさに作られ

ようとしている時期に当面しているわけである.

ともあれ事態は刻々と進み前述のように大蔵査定を

うけた上で具体的建設の段階に入ってしまった.こ

の時期に国立唯一の地質部門研究機関である地質調査所

の筑波における建設計画の大綱を広く江湖にお知らせ

した上でさらに今後よりよい施設設備を作ってゆくた

めの大方の批判･指導を仰ぐべきではないかと考えて

本文を草した次第である.

筆をとるにあたって所内の各委員･関係者の方はも

とより通産行政史上類の恋い大事業として困難な折衝

にあたられた工業技術院計画課の課長以下の関係者

特に計画課へ派遣されて努力された鉱床部山田敬一技官

派遣中の地質部服部仁技官に厚く感謝する次第である.

それと共に今後σ)具体的建設に際しては二⊂業技術院

計画課建設省筑波研究学園都市営繕建設本部目本設

計事務所関係者の方々の専門的知識による指導鞭捷を

お願いするものである,

筑波計画本部研究環境対策室

なお今回は筑波における研究環境面の紹介を主にし

生活環境面にはあえて触れなかったことをお断りしてお

く.

I.筑波研究学園都市の経過

筑波研究学閑都市の建設については従来単に日本将

来の学術上の問題としてのみならず社会上の問題とし

ても広く各界で論じられて来たのでおおよそ周知のこ

とと思われるが復習の意味と地質調査所自体の問題と

しての意味で簡単に振り返ってみたい.

この問題カミ正式にとり上げられた最初は昭和36年9

月1目の閣議決定｢官庁の移転について｣に求めること

が出来る.すなわち首都への人口の過度集中の防止の

ため機能上必ずしも東京都の既成市街地に置くことを

要しない官庁(付属機関および国立の学校を含む)の集

団移転について検討したものである.ついで翌37年7

月13目ダ)科学技術会議諮問第3号｢国立試験研究機関を

刷新充実するための方策について｣に対する答申におい

て研究環境の改善･施設設備の共同利用･共同研究の

円滑化･人的交流の活発化等により試験研究を効果的に

推進するため国立試験研究機関の集中移転を必要とす

る旨が述べられた.

これと相前後して工業技術院においては昭和36年興

から首都圏に存在する傘下試験研究所機関の敷地峡渥

施設の老朽化環境の悪化を打開する方策として国際的

水準の研究団地の建設計画を独自に進めていたがはか

らずもこのような国家的プロジェクトの口火となったわ

けである.地質調査所においても溝の日本所と河固町

分室という分離には耐えられずに独自の問題として絶

えず一本化を希望し検討を重ねて来ていた､

最初は首都への人口過密防止という発想に基づいてい

たとはいえその後の3号答申あたりから試験研究機

関の充実刷新の立場からの研究学園都市の建設へと事態

は急激に進んでゆく.これを主要点のみ逐年的に追っ

て行くと以下の通りである.
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閣議決定

閣議了解

｢實庁移転問題関係閣僚懇談会の設

置について｣

｢研究･学園都市の建設について｣

研究･学園都市の建設は筑波地�
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閣議口答了解

閣議決定

科学技術会議意

見

閣議了解

推進本部決定

目本学術会議中

レ入れ

閣議決定

区とする.

｢筑波地区における研究･学園都市

の建設について｣

1.研究･学園都市の建設は昭和

40年から着手おおむね10カ

年で完成させる.

2.総理府にr研究学園都市建設

推進本部｣を設け新都市の

建設に関する連絡･調整･推

進に当らしめる.

｢研究･学園都市建設推進本部の設

蟹について

1.推進本部の構成(本部長:首

都圏整備委員会委員長部員

:関係各省庁事務次官)を決

定

2.推進本部の庶務は内閣総理大

臣官房審議室が首都圏整備委

員会事務局の協力を得て処理

日本住宅公団が土浦市に研究･学

園都市開発事務所を設置

｢科学技術振興の総合的基本方策に

関する意見｣

研究･学園都市の建設にあたっ

て配慮すべき諸点を指摘

｢研究･学園都市の驚設について｣

移転を予定する機関として36機

関を決定

｢研究･学園都市の土地利刷二つい

て｣

研究･学園都市に移転または設

置する国の機関の敷地区域

(面積は約1,498ha)を決定

国立防災科学技術センタｰ(科学

技術庁)大型耐震実験施設の建設

に着手

r筑波研究学園都市建設計画につい

て(串し入れ)｣

無機材質研究所(科学技術庁)高

圧特殊実験棟の建設に着手

目本住宅公団研究･学園都市開発

事務所を研究･学園都市開発局に

拡充改組

｢研究･学園都市の建設について｣

昭和47年度までに建設に着手す

べき移転機関として11機関(科

学技術庁2文部省1農林省
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筑波研究･学園

都市建設法

推進本部決定

科学技術会議答

申

推進本部決定

閣議決定

閣議口答了解

推進本部決定

おおむね5建設省3機関)を

決定

無機材質研究所(科学技術庁)高

圧力特殊実験棟完成

｢筑波研究学園都市建設法｣(昭和

45年法律第73号)の制定公布

東京教育大学筑波新大学事務所開

所

高エネルギｰ物理学研究所(文部

省)加速器実験室等の建設に着手

無機材質研究所研究本館の建設に

着手

建築研究所(建設省)曝露試験場

の建設に着手

｢筑波研究学園都市建設計画の大綱｣

｢筑波研究学園都市公共公益事業

等の整備計画の概要｣の決定

宇宙開発事業団筑波宇宙センタｰ

の建設に着手

科学技術会議諮問第5号｢1970年

代における総合的科学技術政策の

基本について｣に対する答申

研究･学園都市の建設の強力な

推進の必要性について答申

無機材質研究所研究本館完成

無機材質研究所研究･学園都市

へ移転

筑波新大学(仮称)起工式

｢移転機関等の移転計画について｣

｢筑波研究学園都市に建設する研究

および教育機関等について｣

筑波研究学園都市に建設する43

機関を決定

筑波研究学園都市の移転機関等の

建設を昭和50年度までに概成する

ことを閣議口答了解

｢研究･学園都市移転機関等の整備

計画の概要｣の決定

工業技術院関係機関は筑波研究

学園地区内約146ha.なお団

地外に約65ha程度の用地取得�
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閣議決定

建設省設蟹法の

一部を改正する

法律

上記の動きにともたって

経過は以下の通りであった.

46.11.4工業技術院工業技術院･試験研究機関の筑波

研究学園都市への移転について

(試案)

12.4地質調査所筑波移転に関する工業技術院｢試

筑破研究学閑榔11三

ls㎞

を行なう.51年度までにおお

むね完了するものとする.

移転機関の追加

国立科学博物館筑波研究施設

(仮称)を追加

｢筑波研究学園都市の建設について｣

おおむね昭和50年度末を目途に

移転機関等の移転を行なう.

このため移転機関別にその移転

時期と施設の概成時期を決定

建設省筑波研究学園都市営繕建設

本部の設蟹

定員85人で発足

筑波新都市開発㈱(いわゆる第三

セクタｰ)の設立

工業技術院と地質調査所の

㌻

研究･教育

施設刑地

都市副個分欄

水一

国1

!1㎞
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｣二野

第1図筑波研究学園都市と東京都との比較
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工業技術院院議

通商産業省省議

工業技術院

地質調査所

地質調査所

工業技術院
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葉芒

案｣に対'し当所としていくつか

の前提と条件を村し移転計画に

参加することを表明

在京の9試験研究所が移転計副二

参加することを決定

｢研究上生活上の諸条件(7項目)

の具体的内容について｣

｢工業技術院試験研究機関の筑波研

究学園都市への移転について(省

議決定)｣および｢工業技術院試

験研究機関の筑波学園都市への移

転決定にあたって(田中通商産業

大臣談話)｣

移転予定機関等の移転計画の概要

等の策定に関する調査

筑波における研究施設設備整備計

画

筑波における研究施設設備建物等

設備条件調査

筑波研究センタｰ基本設計

配置設計の基本的方針が決定さ

れた.

大蔵省による時々会計の大枠査定

工業技術院筑波研究センタｰ建物

計画設計
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第2図東京

圭な鉄道

干葉市首都島遼遠脇

一一一一一`一個未開通区間

との交通網.�
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]I.筑波研究学園都市の現状と建設計画

筑波研究学園都市は東京の東北方約60kmの農村地

帯茨城県筑波郡筑波町大穂町谷回部町豊里町

新治郡桜村稲敷郡茎崎村の6カ町村にわたりその開

発面積は約1,498haを占めている.都市計画区域の範

囲はに28,517ha及ぶ.これを東京区部と比較すると

南北は約18良m東西15kmとなり全体の範囲は東京の

環状線内に匹敵する.北には標高約800血の筑波山

東には約8kmで土浦市と霞ケ浦がある.東京から土

浦までは常盤線で約1時間国道6号線で順調に行った

時で約字時間の距離にある･将来の常盤自動車道の完

成によりさらに短縮されるであろう.6カ町村の現在

の人口は約8万人である.その地形は標高20～30mの

平坦な台地でマツの平地林と畑が大部分を占めている.

筑波研究学園都市に要する総事業費は約6,000億円

(昭和48年度の価格)と見込まれそのうち移転機関の

施設設備の整備は約3,000億円宅地造成･道路･上下

水道等の都市基盤整備は約1,500億円と怒っている.

団地の官公庁施設事業は都市計画法に基づいて用地の全

面買収及び土地区画整理事業による用地の先買･換地を

行ない土地の取得造成(道路･公園･電力･ガス･上

下水道施設σ)整備を含む)及び研究機関･大学施設の建

"綱童

襲竺エネルギｰ物騨研究所(205)

__､/

鱗轟瑚詐所/2i)一

目本電膚電話公社筑波電糞漣催建設技術静彗兜センタｰ(22)

1蟻辰防災科学技術セン1一(･･1`…

±.木研究所u34)

筑波大学(245j

国土地理院U9)ノ

ノ

.国立科学博物館筑波研究施設(仮称)(18)

関藷館㎏期大学(15:

凡例禽]績

慶園科学技術庁関係機関1ユ8ha

共同和崩施設(6､

匿…ヨ環境庁関係機関30

匿蟄文部奮関係機関488

離鰹

㎜厚生省関係機関11

圃鱗林省関係機関443

搬雫嚢難関係機関閉

鰯簑島蔑係機関･･鮒公

睡璽熱放雀関係機関

魎建設竃関係機関174h･･

一覧盗芸竺纂､三秘碧簑三芸ザ等

し

金属材料技術研究所の一部(15)

(54)麗薄

脇

護霧

遭帥､(撃)気象

国立公書研究

芸局の一部を含む)

無機材質研究所(15)

②実測の結果面積に変更もあり得る｡

③()内数字は面積(単位ha)畜産試験

工業技術院本院の一部

計鐙研究所

機蛾技術研究所

東康二£業試験所

麟募繍緑

地質調査所

電子技術総合研究所

製品科学研究所

公害資源研究所

農業技術研究所(55)

鐙夢試験場の一部(42)

鑑業土木試験場(46)

家畜衛生試験場(19)

食品総合研究所(6)

植物ウイルス研究所(6)

熱帯鑑業研究センタｰ(7)

林業試験場(5)

欝林水産技術会竃事務局の一部(釦)

第3図

33)移転機関配置図�
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設を行なう.土地の取得と造成は日本住宅公団カミ行た

い完成した土地を国に譲渡し国が研究機関･大学施

設を建設することになっている.

公共公益事業による電力･ガス･上下水道等について

は騨係方面で万全を期しているので省略し研究学園都

市の道路についてのみ述べることとする.南北18km

にわたって展開する移転機関と中心市街地及び郊外住宅

地を結ぶ幹線街路網は研究学園地区を南北方面に連絡す

る学園東大通り線阿見学園線学園酉大通り線および

土浦岩井線

＼

谷田部町

ζ

淫

竃

苔

忽1インタニ

1チェンソ

も

砂仰

書

言

鉢､

φ締

海

�

一

一

一
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＼ム浦北1かゾ

朴

玲一

恵

鶏凄灘

研究学順郊

布の主要道路�
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歩行者専用路橋

.u自転車道

歩道

車道!

25肌I1.

車道

10.5肌

8帆

3肌

第5図

都市計画街路断面図

牛久学園線これらを横断面に結ぶ学園平塚線学園北

大通り線学園中央通り練土浦学園線学園南大通り

線の9都市計画道路および主要地方遣である土浦野田線

によって構成される.これらの幹線道路は周辺の土浦

荒川沖牛久谷田部等の各市街地および常盤自動車道

国道6号125号線と結ばれる.

都市計画道路の幅員は学園東大通り線学園酉大通

り線学園北大通り線学園南大通り練土浦学園線で

囲まれる区間で片側3車線.その他の区間で片側2車線

として計画されている.中心市街地の周辺では幹線街

路は環境保全上1.5～2.0mのハｰフカットとしとくに

学園東大通り線学園酉大通り線は幅員50m中央分離

帯を設け片側3車線の車道の外側に斜面を利用して

8㎜の植樹帯をとり上段に自転車道と歩道をとること

になっている.幹線街路と周辺区画街路および区画街

路相互の主要交差個所は立体交差とするほか街路別に

樹種をきめて植栽する計画で樹種としてはトウカエ

デケヤキシラカシエンジュビイラギモクセイ

イチョウアメリカフウトチ等カミ計画されている.

皿.筑波研究学園都市における工業技術院筑波研究

センタｰ

通商産業省は首都圏にある工業技術院のすべての試験

研究機関および工業技術院本院の一部の計10機関を筑

波研究学園都市に移転させ鉱工業に関する一大研究拠

点たる｢工業技術院筑波研究センタｰ｣を建設する計画

である.

工業技術院筑波研究センタｰの用地は筑波研究学園

都市南部の理工系団地のほぼ中心部を占めて行政的に

は大部分か新治郡桜村一部は筑波郡谷田部町に属して

いる.その敷地はA･B･Cの3ブロックから校ゆ

面積は約146haである.Aブロック(面積28ha)に

公害資源技術研究所Bブロック(面積103ha)に計量

研究所東京工業試験所微生物工業技術研究所繊維

高分子材料研究所地質調査所電子技術総合研究所

製品科学研究所およびCブロック(面積15ha)に機械

技術研究所を配置することとした.なお団地外にも用

地取得を行恋い主に共用施設を配置する計画である.

施設配置計画(レイアウト)は昭和48年1月にその概

略が決定されたカミそれぞれの用地別利用計画にあたっ

第6図学園東大通りの共同蒲

甑洲1司和州施.股

鰯鰍棚

箕験別悼

･概･1廊下{室内〕

･一…泄1]廊下嘔外〕
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窮7図工業技術院筑波研究センタｰ配置計画図�
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第8図レイアウト

I共同利用施設ゾｰン

皿研究本倉吉ソ“一ン

皿実験腕徴ゾｰン

醐搬系研究所ゾｰン

麗翼化学系舳所ゾｰン

概念図

1)既存緑地を積極的に保存し自然環境を維持すること

2)都市機能および都市景観の面から周辺地区との融合を図る

こと

3)一体化した研究施設集団として癖構成を図ること

を3大基本方針として設計されている.その概念図を

示すと第8図のとおりである.

本年度中にさらに各研究所の機能･エネノレギｰ･緑地

保存の見地から最終的レイアウトを作業中であるかい

ずれにせよ上記の三大基本方針からはずれることはない.

また施設の整備にあたっては分散している機関が1

カ所に集中配置されることにかんカミみ集中化のメリッ

トを研究活動の面に生かすよう配慮している.このた

め可能だかぎり共同利用施設化を促進し設備内容の充

実と維持管理の便宣を図ることを計画している.

現段階で考えられている共同利用施設としてはコン

ピュｰタｰセンタｰと中央図書館(両施設の機能をあわ

せて総合情報センタｰ的なものとして設立する構想であ

る)RI照射センタｰ実験ガス供給センタｰ共用講

第9図A地区

における地耐力調査

堂診療センタｰ事務用消耗品払出しセンタｰ電話

交換センタｰ厚生センタｰ(食堂･喫茶･売店･理髪

室)集会場体育館各種屋外スポｰツ施設一次受

変電所各種公害処理施設ゴミ焼却施設冷温熱源等

供給センタｰ防災センタｰ駐車場等である.

本センタｰの建設スケジュｰノレは概略は以下の通りで

ある

昭和47年度

昭和48年度

昭和49年度

移転計画の策定

施設配置計画(レイアウト設計)

建物計画設計

現地事務所の建設

建物基本･実施設計

構内環境整備工事･建物建設工事の着工

剃脳貌地建設事務所�
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昭和50年度建物建設工事等

昭和51年度建物建設工事の概成

主要研究設備の導入

職員ダ)移転

昭和49年3月にはCブロックに延床面積315n1童軽

量鉄骨造2階建パネノレ組立方式の｢現地建設事務所｣が

完成し筑波研究センタｰの建設は名実共に歩み出した

ことと汰る吉

昭和49年度においては9試験研究所の中心的施設で

ある研究本館が一斉に着工するほか整地冷熱源供給

施設配管受変電施設共同溝等の環境整備工事に着手

する計画である.

各試験研究所および本院の構造および規模は次のとお

りである.

�研究本館�

研究所名��

�構造�面積(M2)

計量研究所�SRC-6-1�12,717

機械技術研究所�SRC-8-1�10,614

東京工業試験所�SPC-6-1�32,884

微生物工業技術研究所�SRC-6-1�6,281

繊維高分子材料研究所�SRC-6-1�10,760

地質調査所�SRC-8-1�25,454

電子技術総合研究所�SRC-8-1�43,899

製品科学研究所�SRC-6-1�10,672

公害資源研究所�SRC-6-1�17,472

本院･共同利用施設��37,111

��SRC:鉄骨鉄鮪コンクリｰト

SRC鉄骨鉄筋コ/クリｰト

これを金額の面からみると上記の建物に別棟建設費

環境整備費設計監理費附帯事務費を加えて合計835

灘･､

億円の巨額に達している.

w.筑波研究センタｰにおける地質調査所

地質調査所は地質に関する総合的調査研究機関として

わが国の地質･地下資源の解明国土の開発保全の基礎

的調査研究国際共同研究および海外技術協力を実施し

ているが筑波研究センタｰにおいては上記を基礎と

して特にわが国周辺海域の地質および海底鉱物資源

に関する基礎的調査研究地熱の開発･利用に関する基

礎的研究および地殻･上部マントノレの地質現象の実験

的･理論的研究を強力に推進するとともに地質の資料

･標本に関する国内センタｰとしての機能の充実をはか

るものとしている.

筑波研究センタｰにおける施設の計画にあたっては

上記の研究方針の下に慎重に考慮して立案された.移

転予定人員は研究系232名管理系162名計394名であ

る.

49年度査定を現状と比較すると次のようである.

区分�本館�別棟�計

現状(A)(m2)�14,233�5,630�19,863

筑波計画(B)(m2)�25,454�12,852�38,306

���������

注)現在の本館の総面積は16,704皿男であるが現在の本館のうち機

能上｢筑波計画の別棟｣ξ相当する部分は｢現状の別棟｣に含め

た.

第11図筑波建設推進会議の模様

研究本館の面積と金額は今回の査定で確定したが別棟

については総面積･総金額の枠内で個々の内容をさら

につめ49年に改めて50年度概算要求を行なうことに狂

っており49年12月の査定で別棟の各棟毎に面積･金額

が確定するものと思われる.いずれにせよ現在の庁

舎の2分化敷地の狭隆による施設の延び悩み(河田町

庁舎における容積率は実に300%に達しており全体とし

第12図現地建設事務所とB地区の遠望�
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でも!40%の実態である)などによる障害が打破出来る

希望が生じたわけである.

研究センタｰ内における位置についでは第7図に示

されたように地質調査所はBブロックの東北端に位置

して微生物工業技術研究所と電子技術総合研究所の間

になる.研究本館が中央環状道路の中にあってその

外側に別棟が配列し研究本館と別棟との連絡は環状道

路の上を通る橋によって行なわれる.

次にそれぞれの建設の規模と内容の計画について述べ

ることとしたい.

研究本館:25,454m2鉄骨鉄筋コンクリｰト地上8

階地下1階

試験研究所においては研究本館の役割はもっとも大き

い.それは研究の中心にたるものであると共に一度

形が決ってしまうと改造が非常にむつかしい.

研究本館は鉄骨鉄筋コンクリｰト造り地上8階地

下1階で8階は1部のみである.最終的な形態はま

だ定まっていないカミ参考のために48年7月の予算要求

時にまとめられた基準階図は第14図に示す通りである.

これによると室のモジュｰルは一応6×6.4mが考えられ

ている.横125m縦69皿廊下幅カミ2.8血になってい

る.ただしこれはあくまで試案であって最終案でな

いことをおことわりしておく.現在(本誌発行時)第

1次案カミ示されておりこれについて検討中で最終の

形態は本年10月に決定の予定である.

研究室間の間仕切りは原則として可動壁とし将来の

研究体制の変化に応じ｡られるようにする.床荷重は平

均400kg/m2である.玄関は2階までの吹き抜けとし

地質調査所らしい玄関ということで現在作榮を進めつつ

ある.研究本館は研究室標準実験室特殊実験室

研究作業室資料室管理系事務室施設関係厚生関

係の付属面積その他からなっている.

研究室:研究系職員の人数･等級を基礎として面積

が積算されるもので通常の室内研究に使用されるもの

である.将来の研究の変化も考慮の上標準実験室と

同様の配管･配線を行なうものとする.

標準実験室:研究系職員に対して一律に割当てら

れた面積であり古生物実験湿式化学分析一般の光

学実験等標準的実験を行校う実験室で特別の付加工事

を必要としない.実験の性格上各研究室部門毎に類

似の機能を有する実験室であるため部門毎のモデノレが

検討されている.

特殊実験室:精密測定機器を整備する実験室実験

精度を維持するために特殊条件を必要とする実験室で'

付加工事を必要とし研究の実情に応じて要求し認めら

れた面積である.必要とする付加工事の主なものは次

の通りである.

同位元素分析機等の精密機器のための恒温恒温工事

無産室工事単独アｰス工事

熱水合成実験高圧実験のための防爆工事

水･薬品使用の室の床防水工事･防水耐酸床工事

放射能･磁気測定のためのシｰルド工事･放射能防護

壁工事

第13図

B地区横の学園東大通り

の現状�
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第14図研究本館計画設計の平面図

標本館3,232m2鉄筋コンクリｰト地上

3階

地質調査所の登録標本は鉱物約12,000点

岩石約20,000点化石約7,000点に及び年々

増加の傾向にある.これらを研究標準試料と

して整備し以下の使命に応じることをか地質

標本館の任務である.

a)展示･陳列によ?て地質調査所の研究活動の紹介

と地球科学の普及を行なう.

b)内外の地質標本試料の収集･管理を行ない研究

面での共同利用に資する.

C)標本試料に関する分類学上の研究を行荏う.

汚染･公害予防のための汚染空気処事工事

研究作業室:研究に直接関連して実験試料の前処

理を行なう室広報や地質相談業務編集･製図出版

物保管室出版作業室デｰタ保管室デｰタ整理室

試料保管室薄片作製室等試験研究所の特殊性に応じ

て認められた面積で一部には付加工事を必要とするも

のもある.

資料室:地質調査所における資料業務の重要につい

てはかねてからその拡充の必要性カミ認められていたが

敷地庁舎の関係から実現をいるに至ら次かった.今回

筑波移転にあたって地質資料の国内センタｰの役割を

果すために特に実現した面積で通常の図書室の部分の

他に書庫と地図庫のスペｰスが重要狂部分を占めてい

る.これは国内においては当所のみが有する文献･地

質図類カミ多いためである.

a)に対店して展示･陳列は地質調査所へ

の訪間者をおも荏対象とするが一般見学者に

も公開する.b)c)に対庶して標本試料の

組織的収集に努め標本試料の管理は電算機システムを

採用する.

地質標本館と展示･陳列のレイアウトの研究のために

所内には一昨年から小委員会か設けられさらに丹青杜お

よび科学造形研究センタｰに展示についてのパイロッ

トプランの作成委託を行なった.展示計画の概要は第

16図の通りである.

地質標本館は3階でそのうち2階分を展示･陳列にあ

てる計画である.そのうち1階は階高を倍にするので

通常の4階分の高さとなる.残りの1階は作業準備室

･カｰド室･薄片研磨片保存室等か設けられる予定であ

る.地質標本館はその性格上他の別棟とは異って研

究本館同様に環状道路内側に配置され筑波研究センタ

ｰの注目点ともなる.

地質標本館は51年度に完成予定である.

海洋実験穣

2,595m2鉄筋コンクリｰト地上2階

その他管理事務部門厚生関係の付属面積施設関係

の面積の他に研究に関連深い部分としては会議室･輪

講堂･流動研究員卒研生等研究室狂とがある.

研究本館の基本設計は現在日本設計事務所が中心とな

って研究の流れエネルギｰ配管備品が要求する特性

等を考慮しだから進められており所内においても研究

環境対策室と専門部会が中心となって検討中である.

6月に第1次案8月に第2次案10月に第3次案とな

って3往復で固まる予定である由基本設計の固ま.っ

た段階において後目本紙上に詳細をお知らせしたいと

考えている.
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第15図研究本館計画設計の側面図�
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地下1階

本年4月における海洋地質調査船白嶺丸の就航と7

月からの海洋地質部の発足によって地質調査所におけ

る海洋地質の調査研究は従来にくらべて質量ともに飛躍

的に充実する.これにともなって施設設備は研究本館

に収容しきれないものが要求されている.すなわち地

階は全室断熱構造の冷凍冷蔵室とし海洋地質関係の試

料(水･底質コア･ドレッジ試料)を保存し共同利用

され保管方式は標準化される.地上の1階2階には

有機化学分析室無機微量元素分析室ドレッジ試料処

理室海洋生態実験室デｰタ再生室堆積シュミレｰ

タ室(水槽実験を行なう)等カミ設けられる.

海洋実験棟は昭和51年度完成予定である.

実験地学センタｰ1,325m2鉄筋コンクリｰト地上

2階

地殻およびマントル内におこる地質学的･地球物理的

諸現象の解明に必要な各種基礎デｰタを実験的手法と

くに高温･高圧下の地殻マントル物質の研究を中心に

求めることによって岩石鉱物および鉱床の成因の

解明および地震｡火山爆発の場所時大きさの予知な

どの解明に対して基礎的デｰタを提供することが出来

るであろう.また最近はこの種の研究が国際的な

研究テｰマとしてUMPGDPなどの形で日本も協力

している.とくに欧米諸国の研究機関ではこの種の

研究が早くからおこなわれているが日本においては

これらの研究施設が少ないのでこんごの研究成果が期

待されている.
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第16図展示のパイロットプランの概要

をその時前において十分衣装備と特性試験を行ない

調査時に支障を生じさせ狂い必要がある.このための

別棟ではあるカミ主体はむしろこれに付属する水槽にあ

ろう.水槽は離反響の生じないような特性を要求され

規模は20m×20㎜深さ5m給排水装置周囲にフェ

ンスが予定されている.

中型プレスおよび小型プレスを設備した岩石鉱物合成

実験室岩石鉱物変形実験室熱水合成実験室X線実

験室･光学室などがあり実験準備のための金属機械

工作室岩石試料整形室等が付随する.

昭和51年度完成予定である.

放射能検綴棟300m2鉄筋コ1■クｰト地上1階

坑井内で中性子と岩石との核反応を利用する中性子検

層および散乱ガンマ線の測定による岩石の見掛密度･孔

隙率の測定等を行なうため模型坑井を使用する実験を

行なう.建物は耐火構造とし放射線防護壁貯蔵施

設を設備する.

この別棟から以下はいずれも昭和50年度に完成予定で

ある.

水槽実験棟25m2鉄筋コンクリｰト'!階水槽付

海洋調査に使用する音波探査装置エアガン等の機器

コアライフラリｰ3,000m2鉄筋コンクリｰト地上

2階

現在国内において各種の調査事業によって行なわれた

深層ボｰリング(1,000～3,000m)のコアはその1部

を除いて放置されたままになっている.これらのコア

を組織的に整理保管しそれぞれについて地質学的･岩

石学的地球化学的研究を行ない.その結果を整理し

国際的な標準試料とのしての資料を提供することカミ急務

となっている.国外においてはたとえば西ドイツに

おいては一定深度以上のボｰリングニ!アは廃棄に際して

は地質調査所と協議することが法的に義務づけられて

必要な:コアは地質調査所が保管することになっており

､/

収容する施設を鴛アマガジンと称している.コアマガ

ジンは必ずしも調査所の近くに放くてもよく地価の安

いとこるに置かれたりしている中大陸のコアは塩分カミ

多い場合がありそのため恒温恒温工事を必要とする場

合もあるようである,�
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コア保管は電動スタックランナｰによって面積の有効

利用をはかり他にコア切断室柱状図管理室作業室

等を設ける.当面は約60,000m分のコアを収納する予

定であるが状況の進展によって将来増設の方向に向う

つもりである.

野外機器整備庫1,000m2鉄骨1階

地質調査所においては室内実験と野外調査が両輪となっ

ており室内実験用機器のほかに大量の野外調査用精

密機器を保有している.これら試錐機地震探鉱機

物理検層機電気探鉱機等の大型精密機器および発電

機電線巻上機揚水ポンプ等の整備調整を行狂う.

野外機器整備庫には機器保管室整備調整室を設け

大型機器の搬入移動のためクレｰンを設置する.

試作別棟570m2鉄筋コンクリｰト1階

研究用機器(野外用室内用実験用)の試作や改良を行

なう.

各種工作機械を整備すると共にクレｰンを設置する.

危険物保管庫25m2鉄筋コンクリｰト1階

化学の研究に使用する濃酸･濃アノレカリや劇薬類を収納

する.

野外調査用軍輸整備庫780m2鉄骨1階一

野外調査に使用するジｰプ小型トラックトレｰラｰ

オｰトバイ特殊車靹を格納整備する.

このほか国際共同研究海外技術協力を目的とした

海外地質協力館の構想は工業技術院の共同利用施設と

して実現の見込である.

おわりに

以上で筑波研究センタｰにおける地質調査所の計画を

おおまかに紹介した次第であるが筑波において地質調

査所は何をするのかと間われればそれは従来からの基

本的業務であるわが国の地質･地下資源の解明国土保

全の基礎的研究に加えてすでに着手している長期的プ

ロジェクトとして｢わカミ国周辺海域の基礎的調査｣お

よび｢地熱に関する基礎的研究(サンシャイン計画の一

部)｣それらの基礎としても重要な地殻･マントルの実験

的理論的研究の推進さらに資料標本に関する国内セン

タｰとしての機能の充実をはかることである.特にそ

の目的のために標本館･海洋実験館･実験地学センタ

ｰ･コアライブラリ･研究本館内における資料室などの

施設が認められた.本年度に確定した研究本館におい

ては平方米あたり約18万円の施設となっており施設と

しては研究センタｰの名前に恥じぬものと云ってよいと

思われ今後は細部の作業と備品の要求に全力を挙げて

行きたいと覚悟している次第である.

しかしながら研究所の価値は何によって評定されるか

は常に念頭になければ匁らぬ問題である.例えば｢製

造工場の価値を決定するのはその製品であって工場の

大小規模機構技術者の能力などではなくそれはそ

の製品の原因要素としてのみ考えられるべきもので

大工場が新式機械の整備技術者の優秀を誇ったところ

でその製品が低劣だったら一片の誇りにも匁ら恋いだ

ろう｣とがって述べた人がいた､それと全く同じで

研究所も建物の大小設備の優秀を誇ったところで研究

の成果が出なけれぱそれは一塊の楼閣にしかすぎない.

しかし｢俗にまかね種は生えぬ｣と云うこともあり施

設設備は近代的研究の重大な要素であることもまた事実

である.このような意味でこの筑波建設は地質調査所

今後の基礎が定まろうとしている

時期にあたってお･り関係者一同

はその覚悟で努めるつもりである.

以上筑波研究学園都市における

地質調査所の計画を簡単に紹介し

第17図A地区に建設中の公害資源研究所と国立公害研究所の共同家電施誤�


